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家内ケア労働の賃金換算推計 －石川県 K 市の事例分析― 
1−１ 研究の概要と研究状況 
1-1-1 研究目的 






















 本稿では、2011 年度の K 市産業連関表を石川県産業連関表から作成し、石川県 K 市に


















金換算ともに年間で 10 億円を超える規模の損失であることが明らかになった。 
 
1-1-3 研究の貢献 

































っていない。したがって、石川県 K 市で家族介護者全員 3,908 人を対象とした「介護離職・






 家族介護者の平均年齢は 64.9 歳、つまり約半数が 65 歳以上の高齢者であり、K 市にお
いても老老介護が多い実情が伺える。家族介護者の 66.5%が女性であることから、主な介
護の担い手が女性であることが分かる。また、1 週間当たりの平均介護労働時間は 35.9 時
間であり、1 日に換算すると約 5 時間である。 
 家族介護者の就労形態については、無職が最も多く、専業主婦と合わせると 45.7%であ
り、半数近くが就業していない。1 週間当たりの平均労働時間は 35 時間で、週 5 日労働の












 K 市産業連関表は、石川県が 5 年に 1 度改訂する「石川県産業連関表」を基に、市町村
ごとの産業規模に合わせた比率を掛け合わせる「按分法」を用いて作成した。 






























1-3-4 K 市の国民医療費・介護保険費が生み出す経済波及効果 
 産業連関表の「医療」部門と「介護」部門にのみ最終需要が追加的に発生したと仮定す
ることで、医療及び介護が生み出す経済波及効果を推計する。本稿では医療、介護両部門
における需要が増加する「2025 年問題」に着目し、2014 年推計値と 2025 年推計値を用
いて経済波及効果の分析を行った。なお、K 市の国民医療費は石川県の国民医療費 1991
年～2014 年までの 23 年分を人口比率で按分したものに、介護保険費は「介護保険事業状
況報告（厚生労働省）」より 14 年分の介護給付・予防給付給付費に、それぞれ単回帰分析






・2014 年及び 2025 年の K 市国民医療費推計 
 2014 年及び 2025 年の K 市国民医療費推計値はそれぞれ 3,582,532 万円、4,162,646 万
円となり、これらを最終需要と設定し以降の波及効果を算出した。 
・2014 年及び 2025 年の介護保険費推計 

















 アンケートの結果から、家族介護者人数は 3,908 人、「就労形態変化あり」割合は 30.8%、
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時間に対して石川県最低賃金と石川県介護福祉士平均時給の 2 つの場合に分けて賃金換算
を行った。生産年齢人口を含む 65 歳未満と退職者の多い 65 歳以上の無職・専業主婦の家
族介護者とでは平均介護労働時間および石川県介護福祉士平均時給額に差がみられる。し
たがって、より正確さを期すため家族介護者データを 65 歳未満と 65 歳以上に分け、それ
ぞれ賃金換算推計を行い、後に合算して全年齢の無職・専業主婦の家族介護者の賃金換算
推定額とした。また、アンケートで 1 週間当たりの介護労働時間について、40 時間を超え
ると回答したデータに関しては、全て 40 時間に調整した。介護労働時間を調整した理由
は、労働基準法によって法定労働時間が原則 1 週間に 40 時間と制定されており、40 時間
を超える労働に対して賃金が支払われることは一般企業での就労の実情とそぐわないと考
えたためである。さらに、1 年を 52 週として年間の賃金換算額を推定した。 
まず、石川県最低賃金による介護労働時間の賃金換算推定式は以下の通りである。 
 
 無職・専業主婦の家族介護者人数×介護労働時間×石川県最低賃金×52 週 
 
 無職・専業主婦の家族介護者人数は、65 歳未満が 473 人、65 歳以上が 1,349 人である。
また、介護労働時間は 65 歳未満が 19 時間、65 歳以上が 25.4 時間である。石川県最低賃
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Ⅲ　地域福祉・コミュニティグループの
　　調査・研究活動とその成果 





損失額は、年間 18.8 億円と推定された。また、介護離職のみによる経済損失額は年間 5.5
億円と推定された。 
 無職・専業主婦の家族介護者の介護労働時間の石川県最低賃金換算額は年間 17.3 億円で、
一人当たり 93 万円であると推定された。また、石川県介護福祉士の平均時給換算額は年
間 25.7 億円で、一人当たり 141 万円であると推定された。 
 次に、シミュレーション分析による推定結果を述べる。家族介護者の介護離職・転職等
の経済損失額は、80%の信頼区間では 0.8 億円から 41.7 億円で、平均値は 16.6 億円であ
った。従来型の確定的な値に基づく介護離職・転職等の経済損失額 18.8 億円は 80%の信
頼区間に入る。また、介護離職のみによる経済損失額は、80%の信頼区間では 0.2 億円か
ら 12.2 億円で、平均値は 4.9 億円であった。従来型の確定的な値に基づく介護離職のみに

























２．要介護・要支援者と家族介護者の実態分析報告（2017 年 4 月 19 日報告） 
2-1 調査概要 
・調査名：「H 市における家族介護者の実態及び介護負担に関する調査」 





・郵送日：2017 年 1 月 24 日（火） 









 アンケートの対象としたのは要介護・要支援者がいる H 市内のすべての世帯の家族介護
者 1440 人です。郵送法による調査で、約 40％にあたる 576 人から回答を得ました。これ
によると要介護・要支援者の平均年齢は 85.1 歳、家族介護者の平均年齢は 66.7 歳でした。
家族介護者の半数以上は 70 歳を超えており、老老介護が多数を占める実態が分かりまし
た。家族介護者のうち約半数は、生産年齢（15 歳以上 65 歳未満）に該当します。 
 介護開始前後の勤務形態の変化を聞いた結果、介護をきっかけに正規雇用者の割合が
38.2％から 8.9％と大きく減少すると同時に、無職になった人の割合が 1.1％から 41.1％と
大きく増加しており、介護を始めると仕事を辞めざるを得ないという実態が明らかとなり
ました。 
 また、介護離職・転職によって平均年収は約 162 万円、約 60％減少しています。この
結果、介護離職による経済損失額は 2.2 億円に上り、介護転職を合わせるとその額は 5.5
億円にもなると推計されます。一方で、家族介護者による介護労働時間、言ってみれば「報
われない介護」を賃金換算してみると、石川県の最低賃金で換算した場合は 9.7 億円、介
護職員の賃金で換算した場合は 14.6 億円になることが推計されました。 
 H 市における医療・介護・医療費分野の経済波及効果を調べてみると、2014 年では 40
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Ⅲ　地域福祉・コミュニティグループの
　　調査・研究活動とその成果 
億円に上ります。従業者誘発数は 932 人で、これは生産年齢人口の約 8％にあたります。











咋市グランドデザインの共同研究を開始（日本経済新聞 2017 年 9 月 26 日） 
・データに基づいた政策立案のための連携協定を締結 
 羽咋市（本庁：石川県羽咋市、市長：山辺 芳宣）と日本電気株式会社（本社：東京都港
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 (注)「NEC the WISE」（エヌイーシー ザ ワイズ）は、NEC の最先端 AI 技術群の名称
です。"The WISE"には「賢者たち」という意味があり、複雑化・高度化する社会課題に
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